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犯罪被害者等基本法 前文
安全で安心して暮らせる社会を実現することは、国民すべての願いであるとともに、国の重要な責

務であり、我が国においては、犯罪等を抑止するためのたゆみない努力が重ねられてきた。
しかしながら、近年、様々な犯罪等が跡を絶たず、それらに巻き込まれた犯罪被害者等の多くは、

これまでその権利が尊重されてきたとは言い難いばかりか、十分な支援を受けられず、社会において
孤立することを余儀なくされてきた。さらに、犯罪等による直接的な被害にとどまらず、その後も副
次的な被害に苦しめられることも少なくなかった。
もとより、犯罪等による被害について第一義的責任を負うのは、加害者である。しかしながら、犯

罪等を抑止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を図る責務を有する我々もまた、犯罪被害者等の
声に耳を傾けなければならない。国民の誰もが犯罪被害者等となる可能性が高まっている今こそ、犯
罪被害者等の視点に立った施策を講じ、その権利利益の保護が図られる社会の実現に向けた新たな一
歩を踏み出さなければならない。
ここに、犯罪被害者等のための施策の基本理念を明らかにしてその方向を示し、国、地方公共団体

及びその他の関係機関並びに民間の団体等の連携の下、犯罪被害者等のための施策を総合的かつ計画
的に推進するため、この法律を制定する。

㊟被害者等：犯罪等により害を被った者及びその遺族



犯罪被害者についての条例
➢犯罪被害者等基本法に定められた自治体の責務

（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の支援等に関し、 国
との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を策定
し、及び実施する責務を有する。

➢第4次犯罪被害者等基本計画における位置づけ

5つの重点課題の中の「④ 支援等のための体制整備への取組」で地方自治体の相談体
制の強化を位置付けている

被害者等の権利を守るという自治体の
責務を果たすためには、条例の制定が必要



犯罪被害等基本法 【基本的施策】

（相談及び情報の提供等）
（損害賠償の請求についての援助等）
（給付金の支給に係る制度の充実等）
（保健医療サービス及び福祉サービスの提供）
（安全の確保）
（居住の安定）
（雇用の安定）
（刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制度の整備等）
（保護、捜査、公判等の過程における配慮等）
（国民の理解の増進）
（調査研究の推進等）
（民間の団体に対する援助）
（意見の反映及び透明性の確保）

生活全般にわたる項目について定められているが、
具体的な支援策は少ない



条例制定の現状
【犯罪被害の特化条例の制定自治体数】

2011年

都道府県 ４ 政令市 １ 市町村 ８０

２０２３年

都道府県 ４６／４７

政令市 １３／２０

市町村 ６０６／1,721

令和5年版犯罪被害者白書より ２０２３年４月１日現在

ほぼすべての都道府県
政令市の６５％
市町村の３５％
に条例ができています。



条例の意義と利点

➢自治体の仕事として認知され、その時々の状況に
左右されない体制構築が可能となる。

➢条例制定を契機に、地域の被害者の声を聴き何が
必要か考えることができる。

➢議会で取り上げられることにより、被害者支援に
ついて関心が高まり、広報の機会となる。

➢条例制定を契機に予算の獲得がしやすい。



条例があるとどんな支援が
可能になりますか

～東京都と中野区の場合～



犯罪被害者に起こって
くる様々な問題

身体症状

刑事手続き 社会生活・日常生活

精神症状

犯罪被害者



中野区における支援

平成20年 犯罪被害者等相談窓口を設置 専任の相談
（2008） 支援員を配置

職員研修（被害者の話）
学校でのお話し会（被害者の話）
犯罪被害者週間行事（講演会等の開催）

平成23年 日常生活緊急サポート事業開始
（2011） 社会福祉協議会「有償ボランティア」に

登録された方の中で
希望する方に研修を実施。
区の予算でホームヘルプを提供
※研修を継続実施、犯罪被害に理解のある
区民として重要

令和2年 「中野区犯罪被害者等支援条例」施行
（2020） 各種支援制度開始



中野区ホーム
ページより





東京都ホーム
ページより





条例があれば、支援は十分でしょうか？

条例を制定することが目的でなく、その条例を使っ
ていかに被害者を支援できるか。

もし条例で定めた支援策が使えない場合も支援が必
要ないわけではありません。



条例がないと被害者支援はできないでしょうか？

条例がなくても
できる支援はたくさんあります。



16

自治体には日常生活を支える支援があります

保険医療、生活保護、戸籍住民、子ども家庭支援センター、
教育委員会、保健所、保健福祉センター、消費生活センター、
男女共同参画センター など

犯罪被害に遭われた方も
利用できる制度、サービス



被害者と制度をつなぐ役割

被害後の大変な状況の中で、制度について問い合わせ、申請
までやるのは被害者にとって大きな負担

そこを支援できる総合的対応窓口の役割が重要
これは条例がなくてもできること



被害者支援において、
基礎自治体はとても重要な役割を
持っている

①住民に最も近い窓口である
②各種手続きの窓口であるとともに、

        サービスの申請、提供場所でもある
③自治体職員は

        住民福祉を使命としている
④外部から信用されやすい

犯罪被害者の条例での支援策と自治体の制度やサービスを組み合わせた支援ができることが大切



犯罪被害者に必要な支援

身体症状

刑事手続き
社会生活・

日常生活

精神症状

犯罪
被害者

カウンセ
リング

医療
機関

警察

自治体

弁護士

検察庁
裁判所

被害者支援
センター

友人
職場

地域の人

様々な支援や機関が繋がることが重要

法テラス

性犯罪・性暴力
ワンストップ支援

センター

支援団体
自助グループ



参考資料
被害者が創る条例研究会 (xn--
v8jygt25g5mai4jt5rdjtgr4a4qen5p19w.com)

http://被害者が創る条例研究会.com/
http://被害者が創る条例研究会.com/


最後に
全ての自治体に条例ができ、被害者等が
「被害にあって大変だったけれど、いろ
いろところで助けてもらえた。」と思え

る世の中を目指しませんか。
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